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(54) 発明の名称 ：太陽光集電ケー ブル

(57) Abstract: Provided i s a photovoltaic power col
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lection cable which satisfies the physical characteris
tics (elongation, tensile strength, and retentions of
elongation and tensile strength after aging), thermal
deformation resistance and flame retardance as stipu
lated in PSE standards for the sheath. Even when
scratched, the photovoltaic power collection cable
does not suffer from whitening and thus has excellent
surface appearance. A photovoltaic power collection
cable (1) configured i n such a manner that a conduc
tor (10) i s covered with an insulation layer o f double
wall structure which comprises both an outer insula
tion layer (30) and an inner insulation layer (20) made
of polyethylene, wherein the outer insulation layer
(30) comprises synthetic magnesium hydroxide (A)
and a base resin (B) at an (A)/(B) mass ratio o f 1 to
1.6, and the base resin comprises a polyolefin resin
(C) and a styrenic thermoplastic elastomer (D) at a
(C)/(D) mass ratio o f 70/30 to 90/10, said polyolefin
resin (C) comprising a polypropylene resin (E) and an
ethylene/ethyl acrylate copolymer (F) at an (E)/(F)
mass ratio o f 2/6 to 3/5.

(57) 要約：
[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

本発 明の 目的は、 P S E 規格 で外被 に求 め られ る物理特性 （伸 び、抗 張 力、老化後 の伸 び残率 と抗 張
力残率 ）及 び加 熱変形性 と、難燃性 とを満 た しつつ、擦過等 に よるいわ ゆ る 白化が生 じな い良好な外観
を有す る太 陽光集電 ケー ブル を提供 す る ことに ある。 太 陽光集電 ケー ブル 1 は、外側絶縁 層 3 0 と、
ポ リエチ レンか らな る内側絶縁層 2 0 とを備 えた二層構造 の絶縁 層で導体 1 0 が被覆 され た構 成 で あ つ
て、前記外側絶縁層 3 0 が 、合成水 酸化 マ グネ シウム （A ) とベース樹脂 （B ) とを （A ) / ( B ) =

6 の 質量比 で含有 し、該 ベース樹脂が 、ポ リオ レフ イン系樹脂 （C ) とスチ レン系熱可塑性 ェ
ラス トマ一 （D ) とを （C ) / ( D ) = 7 0 / 3 0 9 0 / 0 の質量 比で含有 し、該 ポ リオ レフイン
系樹 脂 が 、ポ リプ ロ ピ レン系樹 脂 （E ) とエチ レン - ア ク リル酸 ェチル 共重合 体 （F ) とを （E ) /
( F ) = 2 ノ 6 ~ 3 ノ 5 の質量 比で含有す る。



明 細 書

発明の名称 ：太陽光集電ケーブル

技術分野

[0001 ] 本発明は太陽光集電ケーブルに係り、詳細には二層構造の絶縁層で被覆さ

れた太陽光集電ケーブルに関する。

背景技術

[0002] 近年、エネルギー資源の枯渴ゃ大気中のC 0 2増加のような環境問題及びェ

ネルギ一問題への関心の高まりから、クリーンなエネルギーの開発が望まれ

ており、なかでも太陽電池を用いた太陽光発電システムは新 しいエネルギー

源として実用化が進められている。

このような太陽光発電システムに用いられる太陽光集電ケーブルは、屋外

環境での使用が前提となるため、使用可能温度の広さ、耐紫外線性、フレキ

シプル性に加え、機械的強度や、二重絶縁又は強化絶縁であることが要求さ

れており、また該太陽光集電ケ一プルは、電気用品安全法 （P S E規格）に

適合 したケ一プルであることも求められている。

[0003] P S E規格が要求する項目には、導体や絶縁体についての要求項目のほか

に、外被 （シース）について、物理特性 （伸び、抗張力、老化後の伸び残率

と抗張力残率）と加熱変形を規定する項目がある。さらに発火事故などに際

してケ一プルを伝って火が広がることを防ぐため、 P S E規格では難燃性で

あることを求めている。

難燃性電線としては、特許文献 1 に記載のノンハ ロゲン難燃電線がある。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：曰本国特開 2 0 0 1 - 6 0 3 2 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] しかしながら、これらのケ一プルでは、上述の難燃性を実現するために外



層に水酸化アルミニウムや水酸化マグネシウムなどの金属酸化物を混和する

必要があり、この金属酸化物を含有するケ一プルは、擦れたときにその部分

が白くなる現象、いわゆる白化が起こるために外観不良となる問題点を有す

る。

[0006] 本発明は、従来の太陽光集電ケ一プルにおける上記課題に着目してなされ

たものであって、その目的とするところは、 P S E規格で外被に求められる

物理特性 （伸び、抗張力、老化後の伸び残率と抗張力残率）及び加熱変形性

と、難燃性とを満た しつつ、擦過等によるいわゆる白化が生 じない良好な外

観を有する太陽光集電ケ一プルを提供することにある。

課題を解決するための手段

[0007] 本発明者 らは、上記目的を達成するため鋭意検討を重ねた結果、導体に絶

縁層を二重被覆 したケ一プルにおいて、外側絶縁層を構成する樹脂に一定の

比率で合成水酸化マグネシウムを含有させ、且つ、外側絶縁層を構成する樹

脂の組成を特定のものとすることで、上記目的が達成できることを見出し、

本発明を完成するに至った。

[0008] 即ち、本発明の太陽光集電ケ一プルは、外側絶縁層と、ポリエチレンから

なる内側絶縁層とを備えた二層構造の絶縁層で導体が被覆された太陽光集電

ケ一プルであって、前記外側絶縁層が、合成水酸化マグネシウム （A ) とべ

—ス樹脂 （B ) とを （A ) / ( B ) = 1 ~ 1 . 6 の質量比で含有 し、該べ一

ス樹脂が、ポリオ レフイン系樹脂 （C ) とスチ レン系熱可塑性エラス トマ一

( D ) とを （C ) / ( D ) = 7 0 / 3 0 9 0 / 0 の質量比で含有 し、該

ポリオレフイン系樹脂が、ポリプロピレン系樹脂 （E ) とエチレン - ァクリ

ル酸ェチル共重合体 （F ) とを （E ) / ( F ) = 2 Z 6 ~ 3 Z 5 の質量比で

含有する。

[0009] また、本発明の太陽光集電ケ一プルは、前記スチ レン系熱可塑性エラス 卜

マ一が、 S E B S (スチレン - エチレンプチレン - スチレン共重合体）であ

ることが好ましい。

図面の簡単な説明



[001 0] [ 図 1] 本発 明の太陽光集電ケ一 プルの一例 を示す概 略断面斜視 図である。

発明を実施するための形態

[001 1] 以 下、本発明の太陽光集電ケ一 プル について、 図面 を参照 して詳細 に説明

する。

図 1 は、本発明の太陽光集電ケ一 プルの一例 を示す概 略断面斜視 図である

太陽光集電ケ一 プル 1 は、 内側絶縁層 2 0 と、 その外周 に積層 された外側

絶縁層 3 0 とを備 えた二重構造の絶縁層 によって、導体 1 0 が被覆 された形

状 を有 する。太陽光発電 シ ス テ ム においては、通常、 1 . 5 m程度 の長 さの

ものが、二本一組で用い られ る。

[001 2] 導 体 1 0 のサ イズは、断面積 が 2 . 0 6 . 0 m m 2 であることが好 ま しく

、 P S E 規格 を考慮すると、公称断面積 が 2 . 0 m m 2 3 . 5 m m 2 その

構成 は、 7 本撚 り/ 素線径 0 . 6 m m、 7 本撚 り/ 素線径 0 . 8 m m である

ことが好 ま しい。材質は、例 えば軟鋼 とすることがで きる。

[001 3] 内側絶縁層 2 0 のサ イズは、 P S E 規格 を考慮すると、厚 さが 0 . 7 ~ 1

. 2 m m、外径 が 3 . 4 5 . 1 m m であることが好 ま しい。 内側絶縁層 2

0 の材質はポ リェチ レンである。 内側絶縁層 2 0 を純粋 なポ リエチ レンとす

ることで、 良好な電気特性 を実現 することがで きる。

[0014] 外側絶縁層 3 0 のサ イズは、 P S E 規格 を考慮すると、厚 さが 1 . 5 m m

であることが好 ま しく、仕上外径 が 6 . 4 8 . 1 m m であることが好 ま し

い。

[001 5] 外側絶縁層 3 0 は、難燃剤 と して合成水酸化マ グネシウムを含有 する。市

販 されている合成水酸化マ グネシウム と しては、例 えば協和化学工業 （株）

製 のキスマ （商標 ） を挙 げることがで きる。 ここで、難燃剤 を合成水酸化マ

グネシゥ厶 と限定 したのは、特定の含有割合 となるように添加することによ

つて、 ケ一 プルが擦れた場合の 白化 を生 じることな く難燃性 を実現 で きるか

らである。合成水酸化マ グネシウムは表面処理 されていてもよい。一方、通

常使用 され る水酸化 アル ミ二 ゥ厶ゃ天然水酸化マ グネシゥ厶な どの金属酸化



物 は、難燃性 を得 るため には有効 であ るが、難燃性 が得 られ る量 を添加 した

場合、 ケ一 プル の擦過箇所 が 白 くな るため、難燃性 と外観 の良 さを両立 す る

ことがで きない。

合成水酸化 マ グネシ ゥ厶は、外側絶縁層 3 0 のベ ース樹脂 に対 して 1 ~ 1

. 6 の質量比、 で含有 され る。 1 未満 では所望 の難燃性 を得 る ことがで きず

、 1 . 6 を超 える と成形 時の押 出性 が悪 くな る。

[001 6] 外側絶縁層 3 0 のべ 一ス樹脂 は、 ポ リオ レフ イン系樹脂 （C ) とスチ レン

系熱可塑性 エ ラス トマ一 （D ) とを含有 す る。 その質量比 は、 （C ) / ( D

) = 7 0 / 3 0 ~ 9 0 / 1 0 であ る。 ポ リオ レフ イン系樹脂 の含有比率 が、

ポ リオ レフ イン系樹脂 とスチ レン系熱可塑性 エ ラス トマ一の合計量 の 9 0 質

量％ を超 える と、難燃性 に劣 る傾 向が見 られ る とともに所望 の抗張力が得 ら

れない。 一方、 7 0 質量％未満 であ る と外側絶縁層 3 0 に 白化 が発生す る。

[001 7] 上 記 ポ リオ レフ イン系樹脂 は、 ポ リプロ ピレン系樹脂 （E ) とエチ レン -

ア ク リル酸 ェチル共重合体 （F ) とを （E ) / ( F ) = 2 / 6 ~ 3 / 5 の質

量比 で含有 す る。 ポ リプロ ピレン系樹脂 の含有比率 が、 ポ リプロ ピレン系樹

脂 とエチ レン - ァ ク リル酸 ェチル共重合体 の合計量 の 2 / 8 未満 では、所望

の抗張力 を得 る ことがで きず、 3 / 8 を超 える と難燃性 と伸 び に劣 るもの と

な る。

ポ リプロ ピレン系樹脂 と しては、特 に限定 はされないが、 エチ レンプロ ピ

レン共重合体 またはポ リプロ ピレンにエチ レン一プロ ピレンゴム （E P D M

、 E P R ) を溶融混練 した ものが好 ま しい。 エチ レンプロ ピレン共重合体 に

E P D M E P R を溶融混練 した ものが特 に好 ま しい。 十分 な耐熱性 や強度

を有 しなが ら、配線 時 に作業 しやすい柔軟性 を付与 で きるためであ る。 ポ リ

プロ ピ レ ン系樹脂 と しては上記 の よ うな樹脂成分 とゴム成分 を溶融混練 して

合成 す るコンパ ゥン ドT P O タイ プ （T P O ：才 レフ ィン系熱可塑性 エ ラス

トマ一）の他 に、 リアクタ一 T P O タイ プも用 いる ことがで きる。 リアクタ

— T P O は、 ポ リマ 一 重合時 にハ 一 ド部 であ るマ 卜リックス樹脂 にソフ 卜部

であ るゴム成分 を分散 させた才 レフ ィン系熱可塑性 エ ラス トマ一であ り、上



記の樹脂成分 とゴム成分 を溶融混練 して合成 するコンパ ウン ドT P O に対 し

て、樹脂成分 とゴム成分 を同一の重合場で重合 させて T P O とするものであ

る。本発明においてはマ 卜リックス部分がポ リプロピレンのものを使用する

ことがで きる。

[001 8] 上記 スチ レン系熱可塑性 エラス トマ一 と しては、特 に限定はされないが、

S E B S ( スチ レン - エチ レンプチ レン - スチ レン共重合体） または S E B

C ( スチ レン一エチ レンプチ レン一才 レフイン結晶 プロック共重合体）であ

ることが好 ま しい。 スチ レン成分の芳香環 が入 ることで、燃焼時の殻作 り性

が向上 し、難燃試験 に合格 しやす くなる。 また、 エチ レン—ブタジエ ン成分

を有 するため、 ポ リオ レフィン系樹脂 と混合 した ときにポ リオ レフィン系樹

脂 の伸びや強度 を悪化 させ ることがな く、 ポ リオ レフィン系樹脂 を単独で使

用 した場合 よ りも抗張力 を良化することがで きる。

[001 9] 上記 エチ レン - アク リル酸 ェチル共重合体 と しては、特 に限定 されないが

、 アク リル酸 ェチルの含有割合が 1 0 ~ 2 5 質量％のものを好適 に挙 げ られ

、 アク リル酸 ェチルの含有割合が 1 5 質量％程度 のものが特 に好 ま しい。水

酸化マ グネシウムの分散性 が向上するためである。 ァク リル酸 ェチルの含有

量が少ない場合十分 に水酸化マ グネシゥ厶を分散 させ ることがで きず、伸び

が得 られない、水酸化マ グネシゥ厶の凝集が発生するな どの問題 が発生する

[0020] 外側絶縁層 3 0 のべ一ス樹脂 は、更 に必要 に応 じて、可塑剤、紫外線 吸収

剤、光安定剤、老化防止剤、滑剤、着色剤、充填剤、加工性改良剤、 その他

の改質剤 な どを単独で又 は 2 種以上 を組み合わせて用いることもで きる。

[0021 ] 上記太陽光集電ケー ブル 1 は、押 出被覆 によ り内側絶縁層 2 0 、外側絶縁

層 3 0 の順 に導体 1 0 を被覆 することによって得 られ る。 また、 内側絶縁層

2 0 に用い られ るポ リエチ レンは、電子線や紫外線照射等の方法 によ り架橋

され ることが好 ま しい。

なお、押 出被覆 は、 それぞれの組成物 をロール、バ ンバ リ一、押 出機 な ど

で混練 し、得 られたペ レツ トコンパ ウン ドと導体 とをクロスへ ッ ドダイを付



設した従来公知の電線用押出機で電線被覆押出成形することなどにより行う

ことができる。

実施例
[0022] 以下、本発明を実施例及び比較例により更に詳細に説明するが、本発明は

これら実施例に限定されるものではない。

[0023] ( ) 太陽光集電ケーブルの作製

表 1 に示す組成による外被をそれぞれ外側絶縁層として用いた実施例 1 ~

5 及び比較例 1 ~ 6 の太陽光集電ケ一プルを作製した。各ケ一プルにつき、

表 2 に示す仕上がり外径の異なる2 種のケ一プル （ケ一プル 1、 2 ) をそれ

ぞれ作製した。

[0024] ( 2 ) 作製した太陽光集電ケーブルの評価

得られた各ケ一プルおよび評価を表 1 に示す。尚、実施例 1 ~ 5 及び比較

例 1 ~ 6 のいずれについても、仕上がり外径の異なるケ一プル （ケ一プル 1

、 ) であっても同じ結果となるため、纏めて表 1 に示す。

[0025]
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[0026] [表2]

[0027] 上記各例の太陽光集電ケ一プルについて行った各種特性の評価方法は、下

記の通りである。

[0028] [難燃試験]

難燃性は、 6 0 ° 傾斜難燃により評価 した。

6 0 ° 傾斜難燃については、ケ一プルに炎を3 0 秒間当て、着火 したら直

ぐに炎を取り去り、 6 0 秒以内に消えた場合を合格とした。

[0029] [ 外被の伸び]

ケ一プルから外側絶縁層部分を取出し、 J I S C 3 0 0 5 : 2 0 0 0 の

4 . 6 に従って測定 した。試験機は」 I S B 7 7 2 に規定された試

験機を用いた。管状試験片を試験機のチャックに取り付け、引っ張り速さ2

0 0 m m / m i n . で引張り、切断時の標線間の長さを測定 し、以下の式に

より伸びを算出し、 3 5 0 % を超えたものを合格とした。試験は室温で行い

、 n = 3 で判定 した。

(式） ε = ( - I 0 ο) 0 0

上記式中、 ε は伸び （％) 、 I ，は切断時の標線間の長さ （m m) 、 I 。は

標線間の長さ （m m) である。



[0030] [ 外被の老化後伸び残率 ]

ケ一プルか ら取出 した外側絶縁層について、老化 （9 C X 4 日）後、伸

びを測定、算出 し、老化前の伸び と比 して残率が 6 5 % を超えたものを合格

と した。なお残率は以下の式により算出 し、 n = 3 で行い判定 した。

(式） X = ( C C O) X 0 0

上記式中、 X は残率 （％) 、 C ，は老化後の値、 C 。は老化前の平均値であ

る。

[0031 ] [ 外被の抗張力]

ケ一プルか ら外側絶縁層部分を取出 し、 J I S C 3 0 0 5 : 2 0 0 0 の

4 . 6 に従 って測定 した。試験機 は J I S B 7 7 2 に規定された試

験機 を用いた。管状試験片を試験機のチャックに取 り付け、引っ張 り速さ 2

0 0 m m / m i n . で弓|弓長り、最大引張荷重を測定 し、以下の式により抗張

力を算出 し、 1 O M P a を超えたものを合格 と した。試験は室温で行い、 n

= 3 で判定 した。

(式） = F A

上記式中、 は抗張力 （M P a ) 、 F は最大引張荷重 （N ) 、 A は試験片

の断面積 （m m 2 ) である。

[0032] [ 外被の老化後抗張力残率 ]

ケ一プルか ら取出 した外側絶縁層について、老化 （9 C X 4 日）後、抗

張力を測定、算出 し、老化前の抗張力 と比 して残率が 8 0 % を超えたものを

合格 と した。なお抗張力の算出にあたって、試験片の断面積は老化前の値 を

用いた。 また残率は以下の式により算出 し、 n = 3 で行い判定 した。

(式） X = ( C C O) X 0 0

上記式中、 X は残率 （％) 、 C ，は老化後の値、 C 。は老化前の平均値であ

る。

[0033] [ 外被の加熱変形 ]

ケ一プルを 3 0 m mの長さに切断 し、導線及び内側絶縁層を取 り除いて、

外側絶縁層の管状試験片を得た。該管状試験片を、 J I S C 3 0 0 5 : 2 0



0 0 4 . 2 3 に従って加熱温度 7 5 °C、荷重 1 k g として加熱変形を測定

した。残率が 9 0 % を超えたものを合格とした。 n = 3 で行い判定 した。

[0034] [ 白化の有無]

ケ一プルを製造 してボビンに巻き取った。ボビンの胴を抜いて束として 1

O mを目視観察 して白化箇所を探 した。 1 mあたり白化箇所が 1 力所または

観察されないものを白化無 し （0 K ) とした。それを超える白化箇所が観察

されたものは白化有 り （N G ) とした。

[0035] [ 評価考察]

実施例 1 ~ 4 は、 P S E規格で外被に求められる物理特性 （伸び、抗張力

、老化後の伸び残率と抗張力残率）、加熱変形性、難燃性、白化が生 じない

良好な外観特性のいずれにも優れる良好な結果が得 られる。

[0036] 比較例 1 および比較例 2 は、天然の水酸化マグネシウムを使用 したため白

化が生 じる結果となる。さらに比較例 2 については、ポリプロピレン系樹脂

としてホモポリプロピレンを使用 したため、エチレンプロピレンプロック共

重合体を用いた比較例 1 に対 して難燃性とともに伸びが劣る結果となる。

比較例 3 はスチ レン系熱可塑性エラス トマ一であるS E B S を含まないこ

とから抗張力が得 られず、一方、比較例 4 のようにスチレン系熱可塑性エラ

ス トマ一であるS E B S を入れすぎると白化が生 じる結果となる。尚、比較

例 3 はスチレン系熱可塑性エラス トマ一であるS E B S は含まないものの、

ポリオレフィン系樹脂中におけるポリプロピレン系樹脂とエチレン- ァクリル

酸ェチル共重合体の配合比率が良好であるため、難燃性は問題ないレベルで

ある。

比較例 5 および 6 は、ポリオレフィン系樹脂中におけるポリプロピレン系

樹脂とェチレン- ァクリル酸ェチル共重合体の配合比率を変えた実験例であり

、ポリプロピレン系樹脂を特定比率を超えて含有する比較例 5 では難燃性に

劣るとともに伸びが悪 く、一方、エチレン- アクリル酸ェチル共重合体を特定

比率を超えて含有する比較例 6 では抗張力に劣る結果となる。

[0037] また、比較例 1 ~ 6 は白化箇所が 1 mあたり数個 （5 個程度）観察された



。ケ一プルを巻き取るときにケ一プルどうしが擦れたり、ケ一プルがガイ ド

ローラと擦れることでケ一プルに白い筋 （数 c mの長さ）が付 くことがある

が、それを白化箇所とした。

[0038] 本発明によれば、外側絶縁層と、ポリエチレンからなる内側絶縁層とを備

えた二層構造の絶縁層で導体が被覆され、前記外側絶縁層が、合成水酸化マ

グネシゥ厶 （A ) とべ一ス樹脂 （B ) とを （A ) ( B ) = 1 ~ 1 . 6 の質

量比で含有 し、該ベース樹脂が、ポリオレフイン系樹脂 （C ) とスチレン系

熱可塑性エラス トマ一 （D ) とを （C ) / ( D ) = 7 0 / 3 0 9 0 / 0

の質量比で含有 し、該ポリオレフイン系樹脂が、ポリプロピレン系樹脂 （E

) とエチレン - アクリル酸ェチル共重合体 （F ) とを （E ) / ( F ) = 2 /

6 ~ 3 / 5 の質量比で含有することで、 P S E規格で外被に求められる物理

特性 （伸び、抗張力、老化後の伸び残率と抗張力残率）及び加熱変形性と、

難燃性とを満た しつつ、擦過等によるいわゆる白化が生 じない良好な外観を

有する太陽光集電ケ一プルを提供することができる。

符号の説明
[0039] 1 太陽光集電ケ一プル、 1 0 導体、 2 0 内側絶縁層、 3 0 外側絶縁

層。

[0040] 本発明を特定の態様を参照 して詳細に説明 したが、本発明の精神と範囲を

離れることなく様々な変更および修正が可能であることは、当業者にとって

明らかである。

なお、本出願は、 2 0 1 0 年 7 月 8 日付で出願された日本特許出願 （特願

2 0 1 0 - 5 5 7 6 6 ) に基づいており、その全体が引用により援用され

る。また、ここに引用されるすべての参照は全体として取り込まれる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 外側絶縁層 と、ポ リエチ レンか らなる内側絶縁層 とを備 えた二層構

造の絶縁層で導体が被覆 された太陽光集電ケ一プルであ って、

前記外側絶縁層が、合成水酸化マグネシウム （A ) とベース樹脂 （

B ) とを （A ) / ( B ) = 1 ~ 1 . 6 の質量比で含有 し、

該ベース樹脂が、ポ リオ レフイン系樹脂 （C ) とスチ レン系熱可塑

性エラス トマ一 （D ) とを （C ) / ( D ) = 7 0 / 3 0 9 0 / 0

の質量比で含有 し、

該ポ リオ レフイン系樹脂が、ポ リプロピレン系樹脂 （E ) とェチ レ

ン - アク リル酸ェチル共重合体 （F ) とを （E ) / ( F ) = 2 / 6

3 5 の質量比で含有する太陽光集電ケーブル。

[ 請求項2] 前記 ス チ レン系熱可塑性 エ ラ ス トマ一が、 S E B S ( ス チ レン - ェ

チ レンプチ レン - スチ レン共重合体）である請求項 1 に記載の太陽光

集電ケーブル。
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